












名 称 日本大学創立１３０周年記念奨学金（第３種）第２期　※新型コロナウイルス感染症対応 商学部絆奨学金，商学部校友会奨学金，商学部後援会奨学金，商学部校友会準会員奨学金

後学期授業料相当額を上限
（平成29年度以前入学者365,000円を上限，平成30年度以降入学者405,000円を上限）

※授業料を減免する奨学金等（例：高等教育の修学支援新制度，日本大学創立130周年記念奨学金第1種，第
2種，第3種）を受給している者は，後学期授業料相当額からその受給額を差し引いた額が上限。
※なお，金額は上限額です。応募状況や認定所得金額（収入や家族状況から算出された金額）により，
金額が後学期授業料相当額ではなくなる場合があります。

募 集 人 数
２，０００名（予定）

日本大学全学で一括して選考
１９４名（予定）

募 集 期 限

採 用 決 定 時 期 令和３年２月（予定） 令和３年２～３月（予定）

給 付 方 法
①　授業料が未納な場合は，授業料に充当
②　授業料を完納している場合は，学費支弁者が指定する口座へ銀行振込（２月～３月予定）

原則，銀行振込（２月～３月予定）

学 力 基 準

①　学部生
　⑴　１年生～２年生
    　修学意志が堅固であれば，基準を満たす
　⑵　３年生　２年終了時36単位以上
　⑶　４年生
　　　令和２年度に卒業が可能な単位数を有していること
　　　（修得単位数及び後学期履修単位数から判断。教職科目等，卒業要件を満たさない科目は除く）
②　大学院学生
　　学修意欲があること。

①　学部生
　⑴　１年生　　　　最終学校の評定平均値が3.5以上
　⑵　２年生以上　　前年度末までの修得単位数が２年生30単位以上，３年生60単位以上，
　　　　　　　　　　４年生90単位以上（教職科目等，卒業要件を満たさない科目は除く）

②　大学院学生（ただし，日本大学商学部後援会奨学金は申請不可）
　⑴　博士前期課程１年生　　学修意欲があること。
　⑵　博士前期課程２年生　　前年度末までの修得単位数が16単位以上であること。
　⑶　博士後期課程　　　　　学修意欲があること。

なお，原則として，最低修業年限内で卒業又は修了が見込まれること。
ただし，病気等のやむを得ない事由があり，最低修業年限内で卒業又は修了できない可能性がある
場合は，事情書（様式任意）及び診断書を提出のこと。

家 計 基 準

新型コロナウイルス感染症の影響による減収後の
父母の収入・所得金額を合算した見込み年収が，
①　給与所得者の場合（支払金額）　　１，０００万円以下
②　給与所得以外の場合（所得金額）　４００万円以下

※給与所得と給与所得以外の収入がある場合は，給与支払金額と給与所得以外の所得金額の合計が
　１，０００万円以下

令和元年の
父母の収入・所得金額を合算した金額が，
①　給与所得者の場合（支払金額）　　　８００万円以下
②　給与所得者以外の場合（所得金額）　３５０万円以下

※給与所得と給与所得以外の収入がある場合は，給与支払金額と給与所得以外の所得金額の合計が
　８００万円以下

併願・併給

①　高等教育の修学支援制度対象者も併願可能で，併給可（ただし，給付額は減免された授業料を
　　差し引いた額が上限となる）

②　日本大学創立130周年記念奨学生（第1種・第2種・前期募集の第3種（第1期））も出願可能で，
　　併給も可。（ただし，給付額はその受給額を差し引いた額が上限となる）

③　商学部絆奨学金，商学部校友会奨学金，商学部後援会奨学金及び商学部校友会準会員奨学金との
　　併願は可能だが，併給は不可。（両方で採用が可能な場合は，給付額の高い方で採用される）

④　学びの継続のための学生支援緊急給付金と併願可で併給可。

⑤　令和２年度特待生は出願可能で，併給も可。

⑥　令和２年度商学部奨学生は，出願不可。

⑦　日本大学事業部奨学金に申請している者は，出願可能で併給可。
　　（ただし，給付額はその受給額を差し引いた額が上限となる）

①　高等教育の修学支援制度に１年間対象となった者は出願不可。ただし，半年間だけ対象者となった
　　場合は，出願可（給付額は異なる）。

②　日本大学創立130周年記念奨学生（第1種・第2種）は出願不可。
　　日本大学創立130周年記念奨学生（第3種）第１期奨学生は，商学部絆奨学金に併願可で併給も可。
　　日本大学創立130周年記念奨学生（第3種）第２期奨学生は併願可だが，併給不可。
　　（両方で採用が可能な場合は，給付額の高い方で採用される）

③　学びの継続のための学生支援緊急給付金と併願可で併給可。

④　令和２年度特待生及び令和２年度商学部奨学生も出願可能で，併給も可。

⑤　日本大学事業部奨学金に申請している者は，出願可能だが併給不可。
　　日本大学事業部奨学金が採用となった場合は日本大学事業部奨学金が優先される。

特 記 事 項

①　大学院生も出願可能（ただし，外国人留学生は不可）
②　申請時点で後学期授業料を納入することが困難な者又は後学期授業料を納入するために臨時で
　　日本学生支援機構奨学金及び金融機関等から借入をした家庭が対象（詳細は募集要項確認のこと）

①　大学院生も出願可能（ただし，父母が日本の所得証明書を発行できる者）
　　※後援会奨学金は不可

奨学金募集概要　【詳細は，各募集要項で確認してください。】

給 付 額
300,000円

ただし，高等教育の修学支援制度に半年間のみ対象となった者は，150,000円。

令和２年１２月９日(水）必着。
ただし，書類の提出が間に合わない場合は，記入した申請書の画像データを１２月９日までに学生課へメールした上で，提出書類一式を１２月１５日（火）までに郵送（必着）すること。
















